[bookmark: _GoBack]研究インターンシップに関する協定書
　国立大学法人大阪大学（以下、甲という）と、株式会社○○（以下、乙という）とは、大学院学生に企業の研究現場を経験させ、大学内では経験できない実践的で幅広い見識と実社会への適応性を身につけることを目的として、甲が甲所属の学生を派遣し、乙がこれを受け入れる大学院研究インターンシップ（以下、インターンシップという）に関し、甲乙間で以下のとおり協定書を締結する。

第1条（目的）
1. 本協定書は、甲乙間のインターンシップに関する基本的な事項を定めることを目的とする。

第2条（対象となる学生）
2. インターンシップの対象となる学生は、原則として、甲の修士課程1年次または博士課程1年次もしくは2年次に属する者であって、インターンシップに参加させることを甲乙が合意した者（以下、研修生という）とする。

第3条（インターンシップの内容）
1. 各研修生に関する個別に定めなければならない研究テーマ、インターンシップの期間、場所等の事項については、甲乙で（必要であれば当該研修生を交えて）協議して定める。

第4条（秘密保持）
1. 秘密情報とは、履修生がインターンシップ中に、乙、乙の顧客およびその活動に関して、知り得た知識または入手した情報を言う。公知のもの、第三者から秘密保持の義務なく入手したものであると証明できるもの、または、インターンシップ開始以前に自ら知っていたものは、秘密情報には含まれないものとする。
2. 乙の事前の書面による同意がない限り、履修生が前項の秘密情報を第三者に漏洩してはならないことを、甲は研修生に教育、指導する。ただし、甲が教育，指導する期間は履修生のインターンシップ中およびインターンシップ終了後3年以内で甲に在学中とする。
3. 前項にかかわらず、研修生は、インターンシップに関する報告において必要な範囲で、甲の担当教員に開示することができる。
4. 甲、甲の担当教職員は、インターンシップに関して、研修生が口頭もしくは書面でなした報告について、厳密に秘密を保持し、乙の事前の書面による同意がない限り、その内容について、第三者に開示または公表してはならない。
5. 甲は、研修生に甲の研究情報をインターンシップで利用させる場合には、当該情報の内容を事前に乙に伝え、乙の同意を得なければならない。乙がインターンシップでの利用に同意した甲の研究情報について、乙は、それが甲のものもしくは既に自ら知っていたこと、第三者から秘密保持の義務なく入手したこと、または当該情報によらずに自ら開発したことを証明したものでない限り、甲の事前の書面による同意なしに、第三者に漏洩してはならない。

第5条（知的財産権等）
1. インターンシップにおいて、またはインターンシップにおいて創造された成果物に関して、発生したノウハウ、著作権（著作権法第27条および第28条所定の権利を含む）、工業所有権を受ける権利およびそれから得られる工業所有権等の知的財産権、その他の権利（以下あわせて「知的財産権等」という）は、乙に帰属または承継する。
2. 知的財産権等が前条第5項により乙が同意した甲の研究情報に基づく場合、その帰属または承継について甲乙それぞれの貢献度に基づき、甲乙協議の上持分を定める。

第6条（誓約書）
1. 乙は、各研修生に対し別紙の誓約書（以下、誓約書という）を作成させ、乙に提出させる。乙は、インターンシップ開始までに誓約書を提出しなかった研修生については受入を拒否することができる。
2. 甲は、研修生の派遣にあたり、研修生に対し、事前指導・監督を行い、誓約書の遵守および本協定書の趣旨を徹底する。

第7条（本協定の内容の秘密保持）
1. 甲および乙は、本協定書の内容を、相手方の事前の同意なしに、第三者に開示してはならない。

第8条（保険付保）
1. 研修生のインターンシップ中の事故を補填するために研修生の費用負担により、学生用傷害保険に加入させるものとする。
2. 研修生が故意または過失により、乙または第三者に損害を与えた場合、法令にしたがって処理するものとする。その損害を補填するため、研修生の費用負担により、研修生に学生用賠償責任保険に加入させるものとする。

第9条（インターンシップの終了）
1. 甲または研修生において、本協定書もしくは誓約書に違反する行為があった場合、乙は当該研修生について、直ちにインターンシップを終了させることができる。乙は、インターンシップを終了させた場合、速やかに甲に通知する。

第10条（譲渡の禁止）
1. 甲および乙は、相手方の事前の書面による承諾がない限り、本協定書の地位、本協定書から生じる権利または義務を第三者に譲渡または移転することはできない。

第11条（協議解決）
1. 本協定書に定められていない事項および本協定書の条項の解釈につき疑義または紛争が生じた場合など、本協定書により発生する一切の紛争については、甲乙両者は誠意をもって協議解決する。

第12条（本協定書の有効期間）
1. 本協定書有効期間は、調印日より平成28年3月31日までとする。ただし、期間満了前に甲および乙の双方の協議により継続することが有益と認められる場合、有効期間を更新できるものとする。
2. 前項にかかわらず、第4条（秘密保持）に関してはインターンシップ終了後3年間は有効であるものとする。


本協定書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名捺印の上、各1通を保有する。




　平成28年　月　日

甲　　大阪府吹田市山田丘１－１
　　　　　　　　　　　　　　　　国立大学法人大阪大学未来戦略機構
　　  機構長　西尾　章治郎


乙　　大阪府〇〇市〇〇1-2-3
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社〇〇
　　　代表取締役　○○　〇〇


